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1 .問題の所在

ハワードの田園都市構想、1が提唱されて以来一世

紀あまり、環境に配慮した街づくりへの取り組みは、

今日の地域社会形成の根幹をなすものとなっている。

自然環境を取り入れた街づくり、町並みや景観の保

存、アメニティ 2の確保、エネルギーや水の循環に

配慮した都市づくり等々、様々な街づくりのプロジ

ェクトが世界の多くの都市、地域で推進されて来て

いる。

しかしながら、これらの街づくりへの取り組みの

大半は、地域社会に大きなウエイトを占める企業の

活動を、 sustainable3なものとして地域の発展に組み

込んでいくという視点が欠落しており、企業活動の

外延の拡大が環境調和型の街づくりの制約となる事

例も散見される。その意味では、環境に配慮した街

づくりを通じて、持続可能な企業経営 (sustainable

enterpriseつを地域レベルで実現していくことが重

要であると考えられる。このためには、①環境産業

と地域社会の相E補完関係、②環境産業クラスタ-

5の形成を通じた産業集積効果等に着目し、地域に

立地する企業の実態を考慮した新たな街づくりの発

想が求められている。

他方、産業政策の領域では、これまで企業の活動

を sustainableなものとするため、リサイクル、廃棄

物の適正処理について、規制、助成の両面で各種の

施策を講じてきたが、企業活動のレベルそのものを

管理する排出規制や公害防止協定は別として、その

中心は、全国一律、業種毎(あるいは、機器・商品

毎)に実施される規制措置、ガイドラインヘ税制・

補助金・融資等であった(もちろん、工業立地政策、

商唐街対策、産業集積対策、テクノポリス等、地域

に関連する産業政策も存在しているが、その直接の

目的は、企業の活動を sustainableなものとすること

ではなく、地域の産業振興や工場の地方分散による

国土の均衡ある発展をめざすものがほとんどであ

る)。

国のエコタウン構想は、こうした街づくりと企業

活動の聞に存在する問題点を克服するユニークな試

みとして注目される。以下、これまで 6年にわたり

実施されてきたヱコタウン事業の具体的な成果を明

らかにし、エコタウンが sustainableenterpriseのた

めの地域における環境整備手法として有効な方策で

あるか否かを検証することとしたい。

2.エコタウン構想の経緯と現状

(1)構想の背景

エコタウン構想が具体化された 1997年当時、国連

大学を中心に「ゼロエミッション(排出ゼロ)Jへ

の取り組みがスタートしていた.G.パウリ(1995)

は、ゼロエミッションすなわち廃棄物を全く出さな

い生産システムを新しい産業クラスターとして位置

づけている。例えば、革新的な脱墨技術の開発を前

提とすれば、古紙について、紙の大半 (70-80%)

を占める長繊維は、インク分が残留せずそのまま再

利用可能で、それ以外の部分の建材、パッケージ材

等へのリサイクルと、インク分自体の完全なリサイ

クル(100%)によって、ゼロエミッションが達成
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されることとなる。その結果、「紙」、「インク」、「建

材」、「パッケージ材」という 4つの産業が集団化さ

れ、新たなクラスターが形成されるというものであ

る。(図1)こうしたクラスターの形成は、関連す

る企業の活動を sustainableなものへと変化させると

考えられる。

図 1 紙のリサイクルによるアウトプット
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出典;G.パウリ(1995)

エコタウン事業においては、この国連大学のゼロ

エミッション構想をふまえ、『住民の生活や産業活

動から出る廃棄物を極力他の産業分野の原材料とし

て活用し、廃棄物をゼロにすることを目指すことで

新しい資源循環型経済社会の構築を目指す構想であ

る「ゼロエミッション構想」の推進が極めて重要』

であるとし、『ゼロエミッション構想の推進及び民

間の設備投資等を推進することに寄与するため、広

域行政主体である地方公共団体が「エコタウンプラ

ン(環境と調和したまちづくり計画)Jを策定する』

(傍点筆者)としている7。

また、山梨県の国母工業団地では、上記の国連大

学の構想をも参考にしつつ、国母工業団地工業会(23

社)を中心に、地域の環境産業とも連携を図りなが

ら①古紙のリサイクル②廃プラ・木屑・再生困難な

紙ごみの RDF化③生ごみのコンポスト化と段階的

にリサイクルへの取り組みを強化し、全国的な関心

を呼ぶこととなった九国母工業団地の事例は、ゼ

ロエミッションを工業団地構成員の内発的な取り組

みとして試行錯誤を重ねつつ具体化していったもの

であり、この地域の内発性の重視という視点はエコ

タウン構想にも生かされていると言えよう。

さらにこれらの取り組みに呼応する形で、筆者ら

が提唱9した「ゼロエミッション企業団地構想」が

環境事業団により川崎ゼロエミッション工業団地と

して具体化され、エコタウン事業の一つに組み込ま

れることとなった。本構想は、デンマークのカルン

ボーの工業共生プロジェクト(IndustrialSymbiosis 

Project )を参考にしつつ、大企業工場のごみゼロ

宣言が 100社を超える当時の状況の下で、我が圏中

小企業のゼロエミッションを実現するための具体的

方策を企業団地の形で提示したものである 10 カル

ンボーの工業共生プロジェクトでは、 1960年代以

降、地元企業 4社が自治体とも協力しつつ、各工場

の余熱や副産物、廃棄物の相E利用、あるいは地域

全体での活用を図り成果をあげて来た.カルンボー

のプロジェクトが成功した要因は、エネルギーや副

産物、廃棄物の企業聞の取引をコマーシャルペース

のものとし、私企業としての採算性を追求した点に

あると言われているII ゼロエミッション企業団

地構想」では、こうした新たなシステムと、地域住

民や行政との連携・交流等のソフト面での取り組み

を組み合わせ、ハード&ソフトの環境共生型地域づ

くりとして具体化すべきことを指摘している九

( 2)エコタウン事業の特色

以上のような背景のもとで、エコタウン事業は平

成 9年度から国の制度としてスタートし、現時点で

は全国 17地域が経済産業省及び環境省からエコタ

ウンの承認を受け、環境と調和したまちづくりへの

取り組みが展開されている(図 2)。エコタウン事

業の制度的な特色としては以下の諸点を指摘するこ

とができる。

①本制度は地域における企業のゼロエミッション

(環境産業クラスター化)を軸に環境と調和するま

ちづくりを推進しようというものであり、地域にお

ける持続可能な企業経営 (sustainableenterprise)の

実現という視点が制度上明確化されている。

②エコタウンプラン(環境と調和したまちづくりプ

ラン)の承認基準の第一項では、「当該地域の基本

構想、具体的事業がこれまでに他の地域の構想にな

い独創性、先駆性が相当程度認められ、かつ、他の

地域の見本となる可能性が高い事業であること」と

して(i)先駆的なモデル事業としての性格、 (ii)

地域の主体性や内発性に基づく独創的な取り組みの

重要性を強調しており、従前の、全国一律に業穏や

品目ごとに実施されて来た産業政策とは一線を画し

た仕組みとなっている。
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図 2エコタウン事業の承認地域マップ(平成15年3月現在、 17地域)
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③また、上記の承認基準の但し書きにおいては、「承

認に当たって施設整備事業(ハード事業)と施設以

外の普及啓発・情報提供等の事業(ソフト事業)と

を総合的に勘案する」として、ソフト事業とハード

事業の組み合わせにより街づくりを実現するとの基

本的な方向が打ち出されている。こうした考え方に

沿って国のエコタウン事業補助金についてもハード

補助金とソフト補助金が交付される仕組みとなって

いる。

岐阜県 【平感9年7月10日敢闘
・鹿9イヤ‘ゴムリサイ ?J~施霞
-ベットポトルリサイヲル施陸

・腐プラスチッ?リサイ0ル施量

(3)エコタウンの現状

次にエコタウン事業の現状について、上記の制度

的な特色に留意しつつ概観することとしたい。

①全体の動向

エコタウンの承認地域は平成 9年度 4地域、 10

年度3地域、 11年度2地域、 12年度4地域、 13年

度2地域、 14年度2地域の計 17地域である(図2). 

また、経済産業省の予算13の推移をみると平成 9年

度から平成 15年度の予算額の総計は 38、835百万

円であり、うち 37，854百万円 (97.5%)がハード補

助金、 981百万円 (2.5%)がソフト補助金となって
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いる(図 3)。平成 15年度予算におけるエコタウン

事業の支援項目をみると、ソフト面への助成として

は、(i )構想実現のための調査事業 (ii)環境産

業見本市・技術展・共同商談会の開催等の環境産業

のためのマーケティング事業(iii)関連事業者・住

民に対するリサイクル情報等の提供事業があり、ハ

ード面への助成としては、先導的リサイクル施設の

推進事業がある。

図 3エコタウン関係予算額の推移
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エコタウンの全承認地域(調査時点では 13ケ所)

を対象として平成 12年度に実施された野村総合研

究所の調査Mによれば、ゼロエミッションへの取り

組みのレベルは、地域により、あるいは官民の違い

によりかなりばらつきが見られる。例えば、対象地

域の行政や市民団体、自治会等では、全体の 7割以

上がゼロエミッションをめざして何らかの具体的取

り組みを行っているが、商工団体、企業については

実際の取り組みに着手しているところは 2割に満た

ない状況である。また、エコタウンの事業メニュー

については、容器包装リサイクル関連施設が8ヶ所、

家電リサイクル関連施設が 5ケ所と大きなウェイト

を占めており、メニューの多様化、独創的、先駆的

分野へのチャレンジが急務となっている。さらに事

業の評価に関しても、定量的な評価基準が適用しに

くいという事業の特性や、承認後日が浅い地域が多

いという事情もあって、調査時点での評価実施地域

は、 13地域中 3地域にとどまっていることにも留

意する必要がある。

~個別のエコタウンの事例

(i)九州の 3ヶ所のエコタウン

九州のエコタウンとしては、北九州市(平成 9年

度承認)、大牟田市(平成 10年度承認)、水俣市(平

成 12年度承認)の 3ケ所が挙げられるが、これら

のエコタウンの事業内容は、都市の規模や地域の特

性、住民の置かれた状況を反映して、大きく異なっ

たものとなっている。

北九州市では実証研究エリアや総合環境コンビナ

ートが設けられ、我が国でも最先端のリサイクルへ

の取り組みが行われている。実証研究エリア

(6.5ha)には、大学や大手企業、環境ペンチャー

を中心として 19の研究施設 (4施設は既に研究終

了)が設置されている他、 3ヶ所の研究施設関連事

業(リサイクル工場)、 2ヶ所の実証試験地があり、

北九州学術研究都市の基礎研究機能とも合わせて我

が国最大の環境関係の研究集積が形成されている。

また、総合環境コンビナート(I9ha)では、ペット

ボトル、 OA機器、自動車、家電、蛍光管、医療用

具、建設混合廃棄物の 7つの分野のリサイクル施設

が稼動中である。響リサイクル団地には地元中小企

業・ベンチャー企業のためのフロンティアゾーン

(2.5ha)、地元自動車解体業のための自動車リサイ

クルゾーン (3ha)が設けられている。今後は、第

2期展開計画により響灘東部地区全体を対象エリア

として、 2010年度を目標にアジアにおける国際資

源循環・環境産業拠点をめざす計画である。北九州

エコタウンの平成 9年度から現在までの総投資額は

約 430億円であり、国の負担は 82億円、北九州市

の負担は56億円となっている。

この北九州エコタウン等の活動を支えるインフォ

ーマルな九州の産学官関係者の交流組織として、

K・RIP(九州地域環境・リサイクル産業交流プラザ)

がある。同組織の会員数は 445(企業 274社・学術

研究者 95人・個人 54人・自治体等 22団体) (2002 

年 9月現在)に及んでいる。 K-RIPを含めて、北九

州地域においては、重層的な環境産業クラスターが

形成されており、このクラスターと市民や行政の活

動、他の企業の活動が様々なチャネルで結びついて

いると言えよう。

大牟田市の場合には、旧三池炭鉱の跡地を活用し

たRDF発電所 (20600kw、総事業費約 105億円、2∞2
年 12月より稼動)がエコタウンの中心的機能を担

っている。この発電所は、福岡県、熊本県の 28市

町村の可燃ごみを RDF化したものを燃料として使

用しており、ダイオキシン対策を RDFの高温焼却

により可能にするシステムである。発電所の他、関

連施設として RDFセンター(総事業費約 91億円)
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やリサイクルプラザ(総事業費約 34億円)、エコサ

ンクセンター(総事業費約 21億円)も整備されて

おり、産学官のエコタウンの推進組織である有明環

境リサイクル産業推進機構には企業・団体 78社

(2002年9月現在)が加入している。

他方、水俣市では、市民の連携・協力によるごみ

の 23種類の分別収集や幼稚園版 IS0から旅館版

IS0まで町ぐるみでの水俣版環境 1SOへの取り

組み15など、市民、企業、行政が一体.となって新し

い街づくりが行われている。ごみの分別収集拠点は

「もやい直しJ16の一環として市民の交流の場とも

なっている。また、「生活工房」と名づけられたリ

サイクル産業団地においては、上記の分別収集とも

関連するビンのリユース・リサイクル、し尿等を原

料とした肥料製造施設等、市民生活に密着した環境

産業が立地している点にも特徴がある。

(ii)川崎エコタウン

川崎エコタウンでは、製紙業、金属製品製造業、

金属表面処理業等の中小企業 13社が組合を組織し、

上記のデンマーク・カルンボーのlndustrialSymbiosis 

Projectを参考に、日本鋼管の工場跡地に大規模な

ゼロエミッション工業団地を建設し操業を開始して

いる。(図4)団地内の古紙再生工場の事例では、

水とエネルギーのカスケード利用を行いつつ、難再

生古紙(色物、ラミネート等)をリサイクルするシ

ステムを稼動させており、とりわけ、大量に使用す

る水については、公共下水処理場の処理済排水(中

水)を活用することでコスト低減を図っているぺ

同団地の基本的なコンセプトは、以下の5点である

とされる。『①企業自体が環境基本方針を持つ。②

発生する環境負荷をその排出基準などにより、更に

高い目標(ゼロエミッション化)を掲げて取り組む。

③団地を構成する他の企業との連携により、効率の

良い取り組みを行う。④可能な限り環境負荷要因を

企業間での連携により、工程に内部化(コンビナー

ト化)する。⑤団地内でゼロエミッション化できな

い事柄について、共同で周辺の循環系の機能とリン

クすることにより、トータルのゼロエミッション化

を図る。.Jl(原文のまま、川崎市資料)

図4 JII崎エコタウンにおける工業共生プロジェク卜の概念図 (出典)環境事業団資料

“Industrial Symbiosis" 

UII崎ゼロエミッション工業団地立地イメージ》
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結び

エコタウン事業は、地域ごとの個性豊かな取り組

みを尊重しつつ、状況に応じて、資金面、技術面、

ソフト面等について必要なだけ支援を行っていくと

いう制度である。こうした支援を通じて、 sustainable

enterpriseを可能とする環境整備が図られることと

なる。上記の承認地域の事例からも明らかなように、

エコタウン事業により形成される環境産業クラスタ

ー、あるいは、より広範囲の産学官の連携、市民、

行政、企業のパートナーシップといった企業を取り

巻く直接、間接のネットワークの構築は、企業活動

の sustainabilityを向上させ、企業が新しい街づくり

の中核的な役割を担うこととなるケースも予想され

る。とりわけリサイクル業等の環境産業の分野は、

都市の廃棄物の処理、資源循環のプロセスと相互補

完的な形で結びついており 18 エコタウン事業を通

じて、飛躍的な sustainabilityの向上と街づくりへの

直接的な貢献が期待される。

また、エコタウン事業の政策手法は、これまで

の産業政策のあり方を大きく変化させる可能性を有

している。産業構造審議会 (2000) も指摘するよう

に、今日においては、タテ社会的な関係の崩壊に伴

って、個別産業を中心とした従来型の産業政策に代

えて、地域の多様性や内発的発展のメカニズムを尊

重しつつ、個々の企業、個人、 NPO等の様々な主

体に直接、働きかけていく政策手法の重要性が高ま

っている。エコタウン事業はこうした政策潮流の変

化の先駆的な事例と言えよう。

ただ、新たな政策手法の導入に際しては、いくつ

かの解決すべき課題が残る。地域の多様性を尊重す

ることは、政策の定量的な評価を困難にするおそれ

がある。その意味で、エコタウン事業においても定

量的評価に代わる政策の評価基準の確立が急務とな

っていると考えられる。また、地域の内発的発展を

支援するという意味では、 NPO等、新たな地域の

政策主体の確立も重要な要素である。これらの課題

を克服して、エコタウンの一層の普及・展開を図っ

ていくことが、次のステップの政策目標とされなけ

ればならないと考える。
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NOTES 

1 Ebenezer HowardがTomorrow(1898)及びGardenCi砂

ofTomorrow( 1902)において提唱。

2ラテン語の Amoenitas(快適性)，Am釘e(愛する)

が語源。

3 sustainable developmentの語については、持続可能

な経済的・生態学的・社会的発展ととらえる広

義の解釈と資源・環境の長期にわたる最適管理

に限定する狭義の解釈があり得る。この概念の

提唱者であるブルントラント委員会は前者の考

え方を採用し isustainable developmentとは、将

来の世界が自らのニーズを充足する能力を損な

うことなく、今日の世代のニーズを満たす発展」

であるとしている。

4 S.ハート(1997)に詳しい。

SG.パウリ (1995)が提唱。 M.ポーター(1998)と

は異なり、後述するように、産業クラスターの範

囲をゼロエミッションの関連企業に限定している。

6例えば、産業構造審議会品目別・業種別廃棄物処

理・リサイクルガイドライン(平成 13年7月改

訂版)など

7 i地域におけるゼロエミッション構想推進のため

のエコタウンプラン(環境と調和したまちづくり

計画)策定要領及び承認基準等についてJ(平成

13年 l月、経済産業省、環境省)

8三橋規宏「ゼロエミッションと日本経済J(岩波

新書、 1997)154頁一160頁、

9拙稿「ゼロエミッション企業団地の提案J(月刊地

球環境第28巻、 1997)76頁-79頁

10財団法人日本立地センター調査報告書「環境共

生型地域づくり研究J(1997) 

11 Industrial Symbiosis P吋ectの投資総額;約7500万

米$、パートナー全体の費用削減効果;約 1500

万米$/年、累積の費用削減効果;約 160∞万

米$、投資回収期間は平均 5......6年(カルンボ

ー工業団地開発委員会の推計)

12 i環境共生型地域づくりの実現に向けてJ(環境

共生型地域づくり研究会中間提言、 1996年 12月、

前掲日本立地センタ一報告書(1997)128頁ー 142

頁に収録)

13予算額には補正予算等の額を含んでいる。環境

省の関連予算については計上していない。

14 エコタウン事業の施策効果に関する調査J(野

村総合研究所、 2001年)

IS飯田エコタウンにおいても、環境産業公園や天竜

峡エコバレープロジェクトといった環境ゾーンで

の街づくりと並んで、地域ぐるみ環境 ISO研究

会(企業 28社及び飯田市で構成)を中心に飯田

版環境 ISOの普及をめざす「南信州いいむす2



1 Jプロジェクトが推進されている。

16 もやい直し」とは、元々は、小船が台風など

で流されないように、寄せ集めてしっかり結び直

すことを意味する言葉だが、ここでは、水俣病に

より、非難、中傷、反目など、乱れてしまった心

の社会の紳を取り戻す(内面社会を再構築する)

ことを指す。(吉井正澄 水俣市長「離礁」

(1997)より)

17ただし、団地進出企業からのヒアリングでは、

取水施設等に当該企業が多額の投資を行っている

にもかかわらず、この中水が制度上の制約もあっ

て有料のままであり、コスト削減が進まないとの

声も聞かれた。

18北九州エコタウン、水俣エコタウン、川崎エコタ

ウンでの進出企業に関するヒアリングの結果で

は、リサイクル業等の環境産業がエコタウンに

関し感じているメリットとして、補助金等の直

接的なメリットに加え、①廃棄物の集積に関す

る利便性、②環境関連情報の入手の容易性、③

エコタウン入居による企業としての信用力の向

上、宣伝効果等を指摘する声が多かった。
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